
・アクションプログラムに基づく個別項目の計画　

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
１．創業・新事業支援機能等の強化

スケジュール
１５年度 １６年度

(１) 業種別担当者の配置等融資
審査態勢の強化

本部の審査担当者が全店舗
を地域担当別及び業種別に
担当する等して、お取引先
の創業・新事業起業にス
ムーズに融資対応できる審
査態勢をしいております。

お取引先の創業・新事業起
業にスムーズに融資対応で
きる審査態勢をより一層強
化するべく、新たに「総合
融資支援システム」を開発
し、融資関連データの一元
化を図る等の諸施策を実施
してまいります。

１．業種別審査態勢の高度化に向けた研修体制を見直します。
２．第二地方銀行協会主催「目利き研修」へ参加します。
３．ＦＰ（ファイナンシャルプランナー）や中小企業診断士等の資格の取
得を励行します。
４．審査態勢を高度化し、業務効率化・融資基盤の強化を図るため、融資
権限規定を改定しました。（平成１５年７月）

・業種別担当制の実施
（１５年６月）
・融資権限規定の改定
（１５年７月）
・第二地方銀行協会主催の
「目利き研修」参加
・総合融資支援システム開
発に着手

・格付・自己査定新システ
ム稼動（予定）
・担保評価システムの更改
・業種別融資研修制度の充
実

(２) 企業の将来性や技術力を的
確に評価できる人材の育成
を目的とした研修の実施

現在、人材の育成を図るべ
く業種別ケーススタディに
よる「融資審査能力開発研
修」を実施しております。

本部スタッフによる研修に
加え、外部の専門研修等を
活用することで、有能な人
材を育成できる態勢をより
一層強化してまいります。

１．第二地方銀行協会主催の｢目利き研修｣に本部スタッフが参加します。
２．管理職、営業担当者向け｢目利き研修｣を実施します。
３．専門講師による上級者向け「融資審査能力開発研修」を実施します。
４．営業店において、集合研修受講者による店内研修等を実施します。

(３) 産学官とのネットワークの
構築・活用や日本政策投資
銀行との連携。「産業クラ
スターサポート会議」への
参画

ベンチャークラブちば」に
幹事として参加している
他、産業クラスター計画の
拠点となる東葛テクノプラ
ザ内の企業様向けに融資等
の対応を実施しておりま
す。

営業開発部営業渉外課に専
門担当者を配置、産業クラ
スター計画の支援や千葉
県・商工会議所等との連携
を通じて、知的財産権や専
門技術の適正な評価に基づ
いたスムーズな資金提供を
目指してまいります。

１．経済産業省が推進する産業クラスター計画を支援する関係者に対し
て、情報交換等の交流の場を提供することを目的とした「関東甲信越・静
岡地域産業クラスターサポート金融会議」に参加、産業クラスター計画に
金融機関として支援できる態勢を整備します。
２．県内の経済活性化を図るため、千葉県での産業団体、労働団体、大
学、行政等と連携した「千葉県経済活性化推進会議」に参画、金融機関と
して支援できる態勢を整備します。
３．千葉県のベンチャー企業を産学官で支援する「ベンチャークラブち
ば」の活用を強化し、資金提供がスムーズできるようにします。
４．１～３を通じ、知的財産権や専門技術の適正な評価ができる態勢を整
備します。

・「関東甲信越・静岡地域
産業クラスターサポート金
融会議」に幹事として参加
・「千葉県経済活性化推進
会議」立ち上げに協力、立
ち上げ後積極的に参加
・「ベンチャークラブち
ば」のビジネスプラン発表
会を通じ、ビジネスマッチ
ングに協力

・「関東甲信越・静岡地域
産業クラスターサポート金
融会議」において積極的に
協力
・「千葉県経済活性化推進
会議」において積極的に協
力
・「ベンチャークラブち
ば」のビジネスプラン発表
会を通じ、ビジネスマッチ
ングに協力

(４) ベンチャー企業向け業務に
係る、日本政策投資銀行、
中小企業金融公庫、商工組
合中央金庫等との情報共
有、協調投融資等連携強化

千葉県の制度融資、千葉県
信用保証制度を中心にベン
チャー企業及び創業・新事
業向けの支援を行っており
ますが、今後、政府系金融
機関等との更なる連携が必
要であると認識しておりま
す。

政府系金融機関等との情報
交換等を通じ、創業・新事
業向けの取組手法等を吸収
し、ベンチャー企業及び創
業・新事業にスムーズに対
応できるようお取引先への
支援機能の一層の強化を
図ってまいります。

１．政府系金融機関等との意見・情報交換を実施、創業・新事業への制度
融資、取組の手法、協調融資事例の研究を行います。
２．政府系金融機関等のベンチャー向け融資制度や取組み手法を、行内の
集合研修や説明会等を通じ周知徹底し、創業・新事業向け融資がスムーズ
に実行できるようにします。
３．創業・新事業支援機能の強化及び政府系金融機関等との協調融資のス
ムーズな実施のため、当行独自の創業支援融資制度を開発します。

(５) 中小企業支援センターの活
用

中小企業支援センターの機
能を十分に活用するまでに
は至っておりません。

中小企業支援センターとの
連携を強化し経営指導ノウ
ハウを十分に活用すること
で、創業・新事業支援機能
を強化してまいります。

１．中小企業支援センターのスタッフや専門家と当行本部・営業店との情
報交換を実施し、センターの経営指導ノウハウを十分に活用します。
２．営業店に対し中小企業支援センターの活用方法や機能について周知徹
底します。
３．中小企業支援センター及び商工会議所の相談事例を活用します。
４．中小企業支援センターの事業可能性評価機能等を利用しベンチャー等
の創業・新事業起業の資金提供が可能か検討できるようにします。

リレーションシップバンキングの機能強化計画の概要

・センターのスタッフや専門家との交流、情報交換の実
施
・センターの活用方法や機能について、営業店へ周知徹
底
・営業店よりお取引先へ情報提供し、センターの活用を
促進

・第二地方銀行協会主催「目利き研修」参加
・管理職・営業担当者向けの「目利き研修」実施
（１５年度下期より）
・営業店上級者向け「融資審査能力開発研修」実施
（１５年度下期より）
・ＦＰ、中小企業診断士資格取得のためのホリデーセミ
ナー開催

計画の詳細項　　目 現　　状 具体的な取組み

・政府系金融機関等と意見・情報交換
・創業支援融資制度の開発検討
・創業、新事業向けの事業計画評価手法基準の立案検討
・政府系金融機関等の融資制度等の行内への周知徹底
・技術評価機関との提携等、創業支援体制の強化検討



２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

スケジュール

１５年度 １６年度
(１) 経営情報やビジネス・マッ
チング情報を提供する仕組
みの整備

「αＢＡＮＫビジネスクラ
ブ」を通じた情報提供や営
業情報の収集・提供体制の
強化を図っております。

地域金融機関として、地元
中小企業の皆様に役立つ経
営情報やビジネスマッチン
グ情報を提供できるよう、
機能の強化を図ってまいり
ます。

１．「αＢＡＮＫビジネスクラブ」の現在のサービスについて「会員の皆
様が満足しているか、どのようなサービスを希望しているか」についてア
ンケート等を実施し、ニーズに合ったサービスの提供を再検討します。
２．営業情報の収集・提供体制をより一層強化します。

・アンケート等による現状
の調査
・他の提携先のサービス検
討
・先進他行のサービス調査
・営業情報収集、提供体制
の強化

・１５年度の検討結果を踏
まえ、具体的サービスの改
定を実施
・営業情報収集、提供体制
の強化

(３) 要注意先債権等の健全債権
化及び不良債権の新規発生
防止のための体制整備強化
並びに実績公表

融資第一部内に企業経営相
談室を設置し、中小企業診
断士等の有資格者を配置し
て、お取引先と一緒に、お
取引先の経営改善に努めて
おります。

お取引先の経営健全化に向
けたお手伝いは、当行の最
優先課題として取り組む方
針であります。特に大口お
取引先につきましては、売
上の減少等業況の不芳の兆
候が見られた段階で、企業
経営相談室と営業店が連携
し、早期対応により新規の
不良債権発生を防止する態
勢を強化致します。

１．自己査定結果に基づき、今後の経営改善を目的とする「経営改善計画
書」等をお取引先の合意のもと作成します。
２．営業店において１の計画書等をもとに企業再生に向けて、企業経営相
談室とともにお手伝いをします。
３．企業経営相談室のスタッフは、年最低３回お取引先を直接訪問しま
す。
４．大口お取引先で売上減少等業況不芳の兆候が見られた場合、企業経営
相談室と営業店が連携して対応します。

(４) 中小企業支援スキルの向上
を目的とした研修の実施

中小企業支援の専門部署で
あります企業経営相談室を
中心に、実践しておりま
す。営業店におけるお取引
先の支援に向けた知識・ノ
ウハウに関しましては、今
後より一層の蓄積が必要と
認識しております。

本部スタッフによる研修の
みならず、外部の専門研修
を活用する等、本部及び営
業店におけるお取引先企業
支援に向けた、より一層の
知識の向上・ノウハウの蓄
積を図ってまいります。

１．第二地方銀行協会主催の研修に企業経営相談室スタッフが参加し、人
材育成のノウハウを取得します。
２．外部専門研修を受講した本部スタッフによる管理職、営業担当者向け
集合研修（｢中小企業支援スキル研修｣）を実施します。
３．専門講師を招き、営業店の上級者向け融資審査能力開発研修を実施し
ます。
４．営業店において、集合研修受講者による店内研修等を実施します。

(５) 「地域金融人材育成システ
ム開発プログラム」等への
協力

経済産業省の｢事業再生人
材育成プログラム導入促進
事業」の外部講座に参加し
ております。また「αＢＡ
ＮＫビジネスクラブ」の各
種セミナーや情報提供を通
じ、お取引先の皆様の財
務・経営能力向上の一助と
なるべく対応しておりま
す。

経済産業省の｢事業再生人
材育成プログラム導入促進
事業」の外部講座に参加要
請が今後あった場合、本部
スタッフを参加させる予定
であります。また「αＢＡ
ＮＫビジネスクラブ」の各
種セミナーや情報提供等を
一層強化する考えでありま
す。その他、「地域金融人
材育成システム開発プログ
ラム」等について協力要請
があった場合、積極的に参
加してまいります。

１．「事業再生人材育成講座」等に企業経営相談室等のスタッフが参加し
ノウハウを吸収します。
２．財務・経営能力の向上に向けた「αＢＡＮＫビジネスクラブ」の各種
セミナー及び情報提供を継続的に実施します。
３．「地域金融人材育成システム開発プログラム」等について協力要請が
あった場合、積極的に対応します。

項　　目 現　　状 具体的な取組み

・平成１５年５月より、全２０回の「事業再生人材育成
講座」を企業経営相談室スタッフが受講
・「地域金融人材育成システム開発プログラム」等に関
わる研修等への積極参加
・「αＢＡＮＫビジネスクラブ」の各種セミナーや情報
提供を継続的に実施

・経営改善計画書等の作成
・経営再建計画書の作成
・経営改善計画書作成後、３ヵ月毎に「経営改善計画経
過報告書」、決算期毎に「経営改善実績報告書」を策定
し、改善状況を把握
・企業経営相談室の直接訪問等
・行員のレベルアップ～資格取得の励行

・第二地方銀行協会主催の研修に企業経営相談室スタッ
フが参加
・管理職・営業担当者向けの集合研修開催
（１５年度下期より実施）
・営業店上級者向け「融資審査能力開発研修」開催
（１５年度下期より実施）

計画の詳細



３．早期事業再生に向けた積極的取組み

スケジュール

１５年度 １６年度
(１) 中小企業の過剰債務構造の
解消・再生の取組み。「早
期事業再生ガイドライン」
の趣旨を踏まえた事業再生
への早期着手

企業経営相談室を中心に、
改善計画書の策定やお取引
先への直接訪問等を通じ、
お取引先の皆様の事業再生
を積極的にお手伝いしてお
ります。

企業経営相談室と営業店が
連携し、お取引先の皆様の
経営実態を的確に把握、不
稼動資産や過剰債務の早期
切離し等を通じて事業再生
の一助となるべく積極的に
対応してまいります。

１．遊休資産等の早期売却による債務圧縮のお手伝いをします。
２．整理回収機構・産業再生機構等を利用します。
３．Ｍ＆Ａ等の手法を活用し、事業再生のお手伝いをします。
４．政府系金融機関との協調、情報交換により事業再生のお手伝いをしま
す。
５．お取引先の実態に応じた事業再生策を検討・提案し再生のお手伝いを
します。

(２) 地域の中小企業を対象とし
た企業再生ファンドの組成
の取組み

千葉県及び千葉県中小企業
支援協議会が中心となり、
企業再生ファンド組成の動
きがあります。また、千葉
県中小企業支援協議会主催
の会議に参加し、意見交換
等をおこなっております。

千葉県及び千葉県中小企業
支援協議会が中心となっ
て、企業再生を目的とした
地域再生ファンドを組成す
る場合におきましては、立
上げに積極的に協力してい
く方針であります。

○千葉県等が中心となり組成を検討している地域再生ファンドに地元金融
機関とともに積極的に協力します。

(３) デット・エクイティ・ス
ワップ、ＤＩＰファイナン
ス等の活用

企業再生手法の一つとして
検討中であります。

企業経営相談室を中心に取
組み手法やメリット、法的
諸問題等を検討中でありま
す。今後は、対象となるべ
き案件が発生した段階で、
都度検討し対応していく方
針であります。

１．企業再生の専担部署である企業経営相談室を中心に、活用にあたって
の諸問題を検討中です。
２．対象案件が発生した段階で検討・対応します。

(４) 「中小企業再生型信託ス
キーム」等、ＲＣＣ信託機
能の活用

企業経営相談室が中心とな
り、取組み手法・諸手続き
について各機関と情報収集
を行うと共に、対象となる
案件について検討中であり
ます。

企業経営相談室を中心に、
利用が可能かどうか等につ
いて検討し、可能な場合は
積極的に対応して行く方針
であります。

○企業経営相談室を中心に、利用が可能かどうか等について検討し、可能
な場合は積極的に対応して行く方針であります。

(５) 産業再生機構の活用 企業経営相談室が中心とな
り、取組み手法・諸手続き
について各機関と情報収集
を行うと共に、対象となる
案件について検討中であり
ます。

企業経営相談室を中心に、
利用が可能かどうか等につ
いて検討し、可能な場合は
積極的に対応して行く方針
であります。

○企業経営相談室を中心に、利用が可能かどうか等について検討し、可能
な場合は積極的に対応して行く方針であります。

(６) 中小企業再生支援協議会へ
の協力とその機能の活用

千葉県では、１５年２月に
千葉商工会議所を主体に発
足、当行はオブザーバーと
して参加し、具体的な案件
相談を実施しております。

地元他行と協調体制をと
り、再生支援の専門家の派
遣、相談・助言、再建計画
の作成等の機能を活用して
行く方針であります。

１．千葉県とともに立ち上げを目指している企業再生を目的とした地域再
生ファンドに対して積極的に協力します。
２．中小企業の再生支援に関する専門家の派遣、相談・助言、再建計画の
作成支援等の機能を活用します。

(７) 企業再生支援に関する人材
（ターンアラウンド・スペ
シャリスト）の育成を目的
とした研修の実施

企業経営相談室を中心に本
支店一体となり対応してお
りますが、営業店におきま
しては、お取引先の皆様の
迅速な再生に直結する知識
やノウハウを更に蓄積して
いく必要があると認識して
おります。

本部スタッフによる研修の
みならず外部の専門研修を
活用する等、本部及び営業
店における企業再生支援に
関する知識の向上・ノウハ
ウの蓄積を図ってまいりま
す。

１．第二地方銀行協会主催の｢企業再生支援者養成研修｣に企業経営相談室
スタッフが参加し、人材育成のノウハウを取得します。
２．外部専門研修を受講した本部スタッフによる管理職、営業担当者向け
集合研修（｢中小企業支援スキル研修｣）を実施します。
３．専門講師を招き、営業店の上級者向け融資審査能力開発研修を実施し
ます。
４．営業店において、集合研修受講者による店内研修等を実施します。

・第二地方銀行協会主催の「企業再生支援者養成研修」
参加
・管理職・営業担当者向けの集合研修開催
（１５年度下期より実施）
・営業店上級者向け「融資審査能力開発研修」開催
（１５年度下期より実施）

・オブザーバーとしての参加及び情報交換
・再生支援の専門家の派遣、相談・助言、再建計画の作
成支援等の機能の活用
・地域再生ファンド立ち上げに向けた積極的な対応

・取組み手法及び諸手続きの研究と活用の検討

項　　目 現　　状 具体的な取組み

・取組み手法及び諸手続きの研究と活用の検討

・取組み手法及び諸手続きの研究と活用の検討

・取組み手法及び諸問題点を検討
・地域再生ファンドの組成に向けた協力の実施

・手法の検討
・整理回収機構、産業再生機構等の活用
・Ｍ＆Ａ手法の活用
・政府系金融機関との協調、情報交換の実施

計画の詳細



４．新しい中小企業金融への取組みの強化

スケジュール

１５年度 １６年度
(１) 担保・保証へ過度に依存し
ない融資の促進等。第三者
保証の利用のあり方

企業体力やキャッシュフ
ローを重視する審査体制へ
の移行の一環として、平成
１２年７月「既存融資先向
け無担保資金」、平成１３
年１月「パワーアップアル
ファ１０００」の取扱いを
開始しております。

保証人・保証枠等の条件で
融資取組みが困難なお客様
向けに、新たな融資商品の
開発等を検討し、中小企業
金融の取組み強化を図って
いく方針です。

１．中小企業向けに、キャッシュフローを重視した無担保・無保証人の融
資商品として、平成１５年５月より「αＢＡＮＫビジネスローン」を開
発、取扱いを開始しました。
２．融資専決権限規定を改定しました。（平成１５年７月）
３．先進他行事例を検証します。
４．企業体力やキャッシュフローを重視する審査が可能となるよう、研修
等を通じた人材の育成を検討します。

・「αＢＡＮＫビジネス
ローン」取扱開始
（１５年５月）
・融資権限規定の改定
（１５年７月）
・「ＴＫＣ戦略経営者ロー
ン」取扱開始
（１５年８月）
・財務制限条項（コベナン
ツ）の有効利用を検討
・先進他行事例の検証
・人材の育成

・物的担保以外の技術力や
特許等の評価手法を研究
し、新しい融資形態の開
発・検討（シンジケート
ローン、プロジェクトファ
イナンス、ＰＦＩ等）
・先進他行事例の検証
・人材の育成

(３) 証券化等の取組み お取引先の皆様にとって、
資金調達の枠組みがより多
様化するよう、ＣＬＯの発
行など貸出債権の証券化へ
の取組みも一つの方策であ
ると認識しております。

ＣＬＯの発行等貸出債権の
証券化への取組み検討にあ
たりましては、現状では未
発達な証券化市場や、市場
規模等を勘案しながら、千
葉県・保証協会・地元他行
と連携し相互協力を図って
いく方針であります。

１．貸出債権の証券化のメリット・デメリットや解決すべき課題を検討し
ます。
２．千葉県を中心とした制度の実現に向け、千葉県・千葉県信用保証協
会・地元他行等と相互協力します。

(４) 財務諸表の精度が相対的に
高い中小企業に対する融資
プログラムの整備

お取引先の皆様の資金調達
手段として、様々な融資プ
ログラムの展開を検討して
いる段階であります。

信頼性の高い決算データを
基にした無担保・無保証人
融資の枠組みを設定致しま
す。

１．「ＴＫＣ戦略経営者ローン」の取扱いを平成１５年８月から開始しま
した。
２．融資専決権限規定を改定しました。（平成１５年７月）
３．先進他行の取組み事例を研究・検証し、新しい融資プログラムを検討
します。

(５) 信用リスクデータベースの
整備・充実及びその活用

信用格付の取組みにより現
在データの整備・蓄積を進
めております。

信用リスク管理システムに
より信用リスク量を算出
し、データの蓄積・精査を
通じて、ポートフォリオ管
理の高度化・審査業務の高
度化・当行独自の融資商品
の開発等に活用してまいり
ます。

１．総合融資支援システムにおける格付査定制度を開発・稼動させます。
２．信用格付制度へＣＲＤ（中小企業信用リスク情報データベース）デー
タの導入を検討します。

・信用格付け制度にＣＲＤ
（中小企業信用リスク情報
データベース）データの導
入を検討
・「総合融資支援システ
ム」における「格付査定制
度」の開発を検討

・信用格付制度にＣＲＤ
データを導入し格付評点の
調整を行う等のシステム化
を完了
・｢格付査定制度」稼動予
定
・「収益管理システム」と
連動し適正貸出金利の実現
化

・「ＴＫＣ戦略経営者ローン」の取扱い開始
（１５年８月）
・融資専決権限の改定（１５年７月）
・先進他行の取組み事例を研究・検証
・貸出契約に財務制限条項（コベナンツ）を設定する方
法の検証

・貸出債権証券化への取組み手法の研究
・千葉県や地元金融機関とＣＬＯ発行についての協議を
実施
・千葉県、千葉県信用保証協会、地元他行と協力の上、
具体的な取り組み手法を検討

項　　目 現　　状 具体的な取組み 計画の詳細



５．お客様への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化

スケジュール

１５年度 １６年度
(１) 銀行法等に義務付けられ
た、貸付契約、保証契約の
内容等重要事項に関する債
務者への説明態勢の整備

平成１４年１０月、銀行取
引約定書を改定し、お客様
向けの案内文を整備致しま
した。消費者ローンにつき
ましては、「商品説明書」
を全店に配備し、説明態勢
の充実に努めております。

お取引先の皆様への契約内
容の説明義務の重要性を行
内に再度徹底し、事務ガイ
ドラインに沿った対応を堅
持するため、説明態勢の整
備に向けた取組みを継続し
てまいります。

１．事務ガイドラインを踏まえ、説明態勢の整備に向けた具体的取組につ
いて検討・対応します。
２．苦情、相談等が発生した場合、苦情等の状況・内容を検証、留意事項
を分析し、行内へ周知徹底します。
３．先進他行事例を研究します。
４．地域金融円滑化会議に参加、情報交換により対応事項を行内に還元し
ます。

(３) 相談・苦情処理体制の強化 お客様からのご相談や苦情
等に専門的に対応する部署
として、総務部お客様相談
室を設置しております。ご
相談や苦情の内容を総務部
法務室と連携して検証し、
業務上改善すべき事項や留
意点を行内に周知徹底して
おります。

お客様からの苦情等が極力
発生しないよう、行員の研
修等を一層充実すると共
に、地域金融円滑化会議で
の意見交換等を参考に、お
客様重視の業務運営を経営
の基本方針として対応して
いく方針であります。

１．再発防止のための留意点を詳細に検討します。
２．集合研修の対象行員の拡大や開催回数の増加を検討します。
３．地域金融円滑化会議において行われる意見交換等を参考に、集合研修
等で、その主旨を徹底します。
４．今後も引き続き「お客様第一主義」を重要な経営課題として設定しま
す。

６．進捗状況の公表

スケジュール

１５年度 １６年度
進捗状況の公表 半期毎の公表に向けた準備

を進めております。
半期毎の決算発表時を目処
に、「アクションプログラ
ムの機能強化計画」の進捗
状況を積極的に公表してま
いります。

１．半年毎の決算発表時を目処に、「アクションプログラムの機能強化計
画」の進捗状況を公表します。
２．公表方法は、①ホームページ②ディスクロージャー誌③営業店での開
示④マスコミリリース等を検討中です。
３．半期毎の進捗状況を行内に周知徹底します。
４．業界単位で進捗状況を取りまとめる場合、積極的に協力します。
５．公表方法、内容を適宜見直します。

・半期毎の決算発表時に進
捗状況を公表
・公表方法等の見直し

・半期毎の決算発表時に進
捗状況を公表
・公表方法等の見直し

・四半期ごとの地域金融円滑化会議への参加
・集合研修の対象行員の拡大や回数の増加
・苦情相談事例集の発刊（毎月）及び店内研修の実施

・事務ガイドライン等を踏まえ、説明態勢の整備に向け
た具体的取組について検討
・先進他行の状況を検証
・相談・苦情等が発生した場合、状況・内容を検証、留
意事項を分析し、行内へ周知徹底
・地域金融円滑化会議での情報を行内に還元

項　　目 現　　状 具体的な取組み 計画の詳細

計画の詳細項　　目 現　　状 具体的な取組み



Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み

１．資産査定、信用リスク管理の強化

スケジュール

１５年度 １６年度
(１) ①適切な自己査定及び償
却・引当

自己査定結果及び償却額等
の算定結果について監査部
が監査を実施する等各担当
部が相互牽制機能を発揮
し、適切な自己査定及び償
却・引当を実施しておりま
す。また適切な自己査定及
び償却・引当の実施のた
め、随時、態勢の整備を見
直しております。

自己査定の都度、自己査定
基準及び自己査定要領の適
切性の維持のため、全店説
明会・研修会等を実施致し
ます。営業店、本部関連部
署、関連会社等に自己査定
に関する重要事項等を周知
徹底し、適切な自己査定、
償却・引当を継続してまい
ります。

１．自己査定の都度、自己査定基準及び自己査定要領の適切性を検証し改
訂を実施します。
２．自己査定全店説明会、自己査定研修会、二次査定面接担当者研修会を
実施し、営業店・本部関連部署・関連会社等の自己査定基準及び自己査定
要領に対する目線の統一を図ります。
３．監査法人による監査を実施しております。

・平成１５年６月仮基準か
ら自己査定に適用する基
準、要領を改訂
・自己査定説明会、研修
会、二次査定面接者説明会
を実施

・自己査定基準、要領を改
訂
・自己査定説明会、研修
会、二次査定面接者説明会
を実施

(１) ②担保評価方法の合理性、
処分実績からみた評価精度
に係る厳正な検証

担保評価は「オービック不
動産担保評価システム」で
実施したものを、評価精度
について担当各部が検証し
ております。

半期毎に担保評価の見直し
と、評価精度の検証を実施
し、担保評価方法の合理性
と担保処分実績から見た評
価精度の向上を図ってまい
ります。

１．担保評価の見直しを毎年６月・１２月に「オービック不動産担保評価
システム」により実施しております。
２．半期毎に担保「掛け目」の検証を各部協議の上実施しております。

・担保評価の見直しを実施
・自己査定で採用する「掛
目」の協議を実施

・担保評価の見直しを実施
・自己査定で採用する「掛
目」の協議を実施

２．収益管理態勢の整備と収益力の向上

スケジュール

１５年度 １６年度
(２) 信用リスクデータの蓄積、
債務者区分と整合的な内部
格付け制度の構築、金利設
定のための内部基準の整備
等

信用格付の取組みにより、
現在データの整備・蓄積を
進めている段階です。平成
１４年４月より金利ガイド
ラインを改訂しリスクに見
合った金利適正化を進めて
おります。

総合融資支援システムにお
ける格付査定制度を開発
し、収益管理システムと連
動させリスクに見合った貸
出金利の実現を図ってまい
ります。

１．信用格付に応じた「貸付標準金利」を制定し、信用リスクに見合った
金利を適用していきます。
２．信用リスクに基づくローン商品の取扱いを開始し、中小企業支援策を
強化します。

・信用リスクに基づくロー
ン商品としてαＢＡＮＫビ
ジネスローンの取扱い開始
・融資専決権限の改定
・「総合融資支援システ
ム」における「格付査定制
度」開発の検討

・「総合融資支援システ
ム」における「格付査定制
度」の稼動
・「収益管理システム」と
の連動

計画の詳細

項　　目 現　　状 具体的な取組み 計画の詳細

項　　目 現　　状 具体的な取組み



４．地域貢献に関する情報開示等

スケジュール

１５年度 １６年度
(１) 地域貢献に関する情報開示 総合企画部内に専門担当者

を配置し、地域貢献に関す
る情報開示を実施しており
ます。

地域金融機関にとって非常
に重要な地域社会への様々
な活動の主旨を、お客様へ
正確・適確にお伝えできる
よう、より効果的な情報開
示を継続してまいります。

１．第二地方銀行協会案を参考に「地域貢献」に関する適確で効果的な情
報開示をディスクロージャー誌上で実施しました。　　　　　　　　（平
成１５年８月）
２．より効果的な「地域貢献」の情報開示を実施すべく、お客様へのアン
ケートを実施し、開示内容の見直し等を実施します。
３．効果的で十分な情報開示ができるよう、営業店に対しても情報の内容
を周知徹底します。
４．「地域貢献」の情報開示について、①ディスクロージャー誌②ミニ・
ディスクロージャー誌③中間ディスクロージャー誌④ホームページにおい
て実施する予定です。

・第二地方銀行協会案に即
した「地域貢献」に関する
情報開示を、ディスクロー
ジャー誌上で実施
・ホームページ上に同様の
内容を掲載
・情報開示の方法に関する
お客様へのアンケートを実
施し内容の改善を図る

・１５年度の検討結果を踏
まえ、「地域貢献」の情報
開示を盛り込んだディスク
ロージャー誌を発刊
・ホームページ上に同様の
内容を掲載
・各種意見交換等を通じ、
内容の改善を図る

・その他関連の取組み
項　　目 具体的な取組み

１．総合企画部総合企画課が事務局となり、リレーションシップバンキングの機能強化における個別項目ごとの主旨や取組み方針、具体的取組策等を、支店長会議や行内通知等を通じて営
業店へ周知徹底を図ってまいります。
２．各機能強化計画の策定部署が責任を持ち、関連部署と連携しながら、営業店指導やインセンティブの付与を行うなど効果的に推進してまいります。
３．３ヵ月に一度程度、本部各部の部長レベルで構成されている会議において、進捗状況の評価を致します。
４．３の部長レベルの会議における状況等を踏まえ、３ヵ月に一度程度、総合企画部総合企画課が、経営会議に各機能強化計画の進捗・推進状況を報告し、フォローアップしてまいりま
す。

「アクションプログラムに基づく
個別項目の計画」の推進態勢及び
進捗管理方法について

項　　目 現　　状 具体的な取組み 計画の詳細


